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Q 精神保健福祉法がかわるというけれどどうして？ 

精神保健福祉法は 3 年毎の見直しが規定されており、2013 年の法案成立以来施行後

3 年の定期的な見直しが 2017 年ということで、2016 年 1 月より厚生労働省内の「これ

からの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」において議論がはじめられていまし

た。議題は主に医療保護入院のあり方、および地域精神保健体制のあり方とされており、

関係団体ヒアリングなどが進められていました。そこでは今回出された法案の中心であ

る措置入院制度の話は議題とはなっていませんでした。 

ところが 7 月 26 日に相模原事件が起き、その直後に安倍首相は逮捕された人に措置

入院歴があることをもって、事件の再発防止策を厚生労働省内に検討チームを作るとし、

さらにその検討チームの結論があり方検討会に出され、相模原事件の再発防止のための

措置入院制度の見直しとして精神保健福祉法改悪案が国会に上程されることとなりま

した。 

 

Q 措置入院していた人が退院後地域で支援を受けられ
るというのはいいことではないでしょうか 

 

精神科の病気に限らず、何かの病気だろうが慢性的な病気の方に対して、地域での医

療や支援は重要でしょう。そして精神疾患を持つ人の中には入院形式と無関係に地域支

援が必要な方もいらっしゃるでしょう。 

障害者総合支援法はそうした精神障害者に対して支援の類型を様々に準備していま

す。こうした支援の充実ではなくて、なぜ措置入院体験者だけにわざわざ特別な法律で

ある精神保健福祉法で対応しようとするのか、そこが問題です。 

その理由はやはり相模原事件の再発防止という目的、本人の望む本人のための支援で

はなく、治安のために本人を見張る管理監視することこそがこの法案の目的です。 

しかも国会審議の中で精神保健福祉法による「退院」とは「措置解除」のことである

とされており、措置解除後の入院継続は約 8 割と政府答弁がありました。つまり措置解

除後の「退院支援計画」の 8 割は「入院継続」というだけのものであり、地域での生活

を支援する計画ではないということになります。 

これでは退院後の支援ではなくひたすら個人情報収集と管理だけが目的と言わざる
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を得ません。 

 
Q 措置入院から退院した人に具体的にどういう支援を
するのですか 

 

支援の具体的内容は全く法案には書かれていませんが、要するに一般の外来医療必要

に応じて障害者総合支援法による支援が想定されています。また精神保健福祉センター

などが行っている法外のアウトリーチなどが行われる可能性も高いでしょう。 

措置入院した人はその措置解除までに病院側と次項で述べる地域協議会で支援計画

をたてることになっています。そして対象者は転居してもその計画が転居先の自治体に

引き継がれるということになっています。非常に重要な個人の医療情報などが地域の支

援者や警察にまで共有されてしまうことになり、一旦警察に渡った情報は一生つきまと

いかねません。医療関係者福祉関係者は守秘義務を破ることを強いられるのです。 

 

Q 新しく支援のための組織が作られるそうですが 
 

法案には精神障害者支援地域協議会が新設されることになっています。これは都道府

県及び政令指定都市に作られ、構成メンバーは関係行政機関、診療に関する学識経験者

の団体、障害者支援団体等が挙げられており、その中に警察が入ることは明らかにされ

ています。法案の説明ではこの協議会本体とは別に個別支援のための組織が作られると

いわれていますが。法条文には明記されておらずその性格も不明です。 

個別の支援会議についても警察が入る場合があると説明されており、すでに広島、兵

庫、宮城の各県では措置入院の体験者の個別支援会議に警察が参加しています。 

 

Q 本人の同意が必要と聞きましたが、拒否したらどうな
るのでしょう 

 

参議院の審議では、あくまで本人の同意のもとで計画が作られる、拒否することもで

きると政府は答弁しています。しかし医療機関と自治体で作った計画に対して本人参加

は法律上保障されていません。もちろん拒否権も明記されていません。 
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今現在も同様ではありますが、地域での支援を拒否すること＝病状悪化と捉えられ強

制入院が待ち構えています。それへのおびえから専門職に取り囲まれて同意せざるを得

ないという実態があります。またこの協議会にすべての支援団体が組織されれば、それ

を拒否することは即一切の支援も医療設けられないということになりかねません。 

今現在紹介状を書かない、紹介状がないと受けないという形で精神障害者の医療機関

を選ぶ権利は侵害され続けています。一旦厄介者とレッテルを張られるとどの支援団体

も支援を拒否するという実態もあります。同意と言っても実質強制となることは目に見

えています。 

 

法案は、警察の失態をなんとかごまかし、被告本人の障害にすべての責任を押し付け

るという許しがたい政府によるヘイトクライムです。さらに警察は、焼け太りで、個人

情報を医療機関や福祉事業所から入手し、住民の管理、監視、そして治安のために利用

していこうとしています。 

法案は先の国会解散で廃案となりましたが、2018 年にまた国会上程は確実でしょう。

一度でも措置入院となったら、一生警察に個人情報が保存され転居してもついて回る、

そんな精神保健体制が作られてしまいます。なぜ措置入院を体験したというだけで、こ

のようなプライバシー侵害が正当化されるのでしょうか。憲法にも障害者権利条約はじ

め国際人権法にも違反した差別そのものです。医療福祉の関係者も支援のためというこ

とで守秘義務を解除することを強いられることになります。これでは患者と医師の関係

利用者と支援専門職の信頼関係は破壊され、精神障害者は医療も支援も拒み野垂れ死に

すら強いられかねません。 

一片の法律でこうした人権侵害を許してはなりません。今この法案を廃案に追い込ま

ないと、精神医療保健福祉は治安の道具に変質し、利用したくとも利用できない体制と

なってしまいます。 

相模原事件の原因をあたかも精神障害であるかのようにでっちあげたことから始ま

った精神障害者差別に基づいた法案上程阻止に向け共に闘いましょう。 


